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福岡県 北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市の公式ＬＩＮＥ、Ｘ、フェイスブックに掲載 ○ ○ ○
申請方法は、アの「学校申請」と「直接申請」があ
り、直接申請の場合は各区役所の子ども・家庭相談
コーナーに申請書を提出する。

○ ○ ○ ○ 市の公式ＬＩＮＥ、Ｘ、フェイスブックに掲載

福岡県 福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
給食費決定通知書や児童扶養手当決定通知書に案内チ
ラシを同封して送付

○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 大牟田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 久留米市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 直方市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 飯塚市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
9月末までの申請は年度当初からの援助、10月1日から
2月末までの申請は10月1日から援助する。（ただし、
転入生は転入した日から）

○ ○

毎年2月に各学校を通じて全児童生徒へお知らせを配
布している。また、子育てガイドブックへの掲載、市
HPやSNS（ライン・Twitter）を使い周知を図ってい
る。就学時健康診断の際には、通知書に就学援助（入
学前支給）のお知らせをカラー印刷したものを同封
し、保育園へ同様のお知らせを掲示依頼している。

福岡県 田川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　進級時に教育委員会からsigfy(学校と保護者の連絡
サービス)を用いて、保護者に一斉送信している。
Sigfy登録のない保護者に対しては書類を配布してい
る。また、申請状況をみながら、学校から保護者宛に
再送信を行っている。

○ ○
　準要保護については、希望者が教育委員会に申請書
を提出している。要保護については、生活支援課から
の開廃通知により把握するため、申請制ではない。

○ ○ ○

　在校生には学校を通じて、就学前には就学児検診時
に就学援助申請について案内を配布し、漏れなく周知
をするようにしている。また、今年度申請分から、児
童生徒が通知文書を保護者に渡していないことも想定
されるため、sigfyで保護者のスマートフォンに送信
している。

福岡県 柳川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 八女市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 筑後市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
教育委員会から送付する就学時検診（入学前）の案内
に、就学援助に関する案内を同封して送付している。

○ ○ ○

入学前の就学時健診、心臓健診で案内、就学している
児童生徒については学校配布に加え、スクールソー
シャルワーカーからの配布、
校納金滞納者への案内、前年度対象者に対しては学校
事務と連携して未申請者への案内を行っている。

福岡県 大川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 行橋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 豊前市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

福岡県 中間市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
世帯人員の変更があった場合に変更内容に応じて適
宜、制度の案内を行っている。

福岡県 小郡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 筑紫野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 春日市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
春日市子育てガイド「すくすく」に制度を掲載、他所
管（制度）の案内文書等に掲載、窓口案内

○ ○ ○ ○ ○

福岡県 大野城市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
申請を希望する者が、市内4ヶ所に設置しているコ
ミュニティセンターに提出。または、オンラインで申
請。

○ ○ ○

福岡県 宗像市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
前年度の認定者に制度案内及び申請書を各戸郵送して
いる。

○ ○ ○ ○ ○

福岡県 太宰府市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 古賀市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
子ども家庭センター（子ども・若者相談室）が関わっ
ている家庭に対し制度周知・申請サポートを行う。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 福津市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (1)で回答した周知を徹底している

福岡県 うきは市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 宮若市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 嘉麻市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
年度当初の申請期間中に、学校に対して申請者名簿を
配布し、未申請者への個別対応を行っている。

福岡県 朝倉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

福岡県 みやま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 糸島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 那珂川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 宇美町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1月末まで随時申請を受け付けており、当初締切(6月
末日)を過ぎた申請の場合は申請月からの援助

○ ○ ○

福岡県 篠栗町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
入学通知書送付時に案内を同封。安全安心メールにて
案内。

○ ○ ○ ○ ○

福岡県 志免町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 須恵町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
各学校の安心安全メールにて、就学援助に関するチラ
シを児童生徒に配布している旨のお知らせを行ってい
る。

○
申請開始日を設定し、その後は随時申請を受け付けて
おり、締切を過ぎた申請の場合は申請月翌月分から援
助

○ ○

福岡県 新宮町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 久山町 ○ ○ ○ ○ ○ 前年度認定者には案内を送付。 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 粕屋町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 芦屋町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 水巻町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 岡垣町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

福岡県 遠賀町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 小竹町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 鞍手町 ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 桂川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 筑前町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・転入手続き時に住民課から案内を配布　・現年度受
給者へ2学期分支給決定通知と一緒に次年度の申請書
類を送付  ・児童扶養手当申請時に健康課から案内を
配布

○ ○ ○

福岡県 東峰村 ○ ○ ○ ○ 毎年度末に前年認定者に教育委員会から書類を送付 ○ ○ ○

福岡県 大刀洗町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 大木町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 広川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 香春町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

毎年申請が必要なため、在校生に対して、就学援助の
案内文書を全員に配布している。
また、併せて保護者連絡サービス「tetoru」でも同じ
内容で配信をしている。

福岡県 添田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 糸田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 期間をあけて再周知している

福岡県 川崎町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

福岡県 大任町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 赤村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
教育委員会が作成した保護者宛ての文書を、学校を通
じて全児童生徒から保護者に対して周知している。

福岡県 福智町 ○ ○ ○ ○ ○
就学児童生徒に文書で配布及び就学前児童へは就学前
健診の際に文書を配布

○ ○ ○
毎年1～2月頃に町立学校在籍の全児童生徒へ文書を配
布及び就学前児童へ就学前健診の際に文書を配布。
HPや広報誌での制度の周知。

福岡県 苅田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 みやこ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断でお知らせを配布 ○ ○ ○ ○

福岡県 吉富町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 上毛町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡県 築上町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
子育て・健康支援課の窓口にて、児童扶養手当申請時
に配付。

○ ○ ○

福岡県 吉富町外一市中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



61 61

福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 48 47 23 26 36 2 7 3 12 7 7 0 0 0 0 1 1 2

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市の公式ＬＩＮＥ、Ｘ、フェイスブックに掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者へ送付する就学時健康診断の案内の中に就
学援助の案内も同封している。

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時心臓検診の案内に同封して案内

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月
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市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 48 47 23 26 36 2 7 3 12 7 7 0 0 0 0 1 1 2

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
今年度の認定者のうち、対象者がいる世帯へ制度
案内及び申請書を各戸郵送している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
子ども家庭センター（子ども・若者相談室）が関
わっている家庭に対し制度周知・申請サポートを
行う

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 48 47 23 26 36 2 7 3 12 7 7 0 0 0 0 1 1 2

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 入学通知送付時に書類を同封

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 48 47 23 26 36 2 7 3 12 7 7 0 0 0 0 1 1 2

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　・現年度受給者へ2学期分支給決定通知と一緒に
次年度の申請書類一式を送付（兄弟姉妹がいる場
合など）

○ ○
村独自の子育て支援金制度（小・中・高入学
時）

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 48 47 23 26 36 2 7 3 12 7 7 0 0 0 0 1 1 2

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

○ ○

○ ○
子育て担当課より入学時に支給している子育
て支援金を増額したため。

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○



61 61

福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 0 0 0 1 1 2

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 0 0 0 1 1 2

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 0 0 0 1 1 2

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 0 0 0 1 1 2

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○
村独自の子育て支援金制度（小・中・
高入学時）

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

56 2 2 0 1 0 0 56 0 1 1 0 0 0 0 0 0 11 44 1 0 0 0 1 1 2

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

○ ○

○ ○
子育て担当課より入学時に支給してい
る子育て支援金を増額したため。

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



61 61

福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

42 38 29 24 24 38 15 9 15 16 13 13 19 16 39 18 1 0 12 11 58 0 11 2 61

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
特別な事情により令和５年と比べて令和６年中の収入が減少
し、収入の見込みが基準額以下の状態となるもの

0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ 1 0

○ 2 0

○ 1 0

○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 児童扶養手当を全額受給している者。 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 児童扶養手当一部支給の所得制限限度内 0

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

42 38 29 24 24 38 15 9 15 16 13 13 19 16 39 18 1 0 12 11 58 0 11 2 61

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
国民年金の掛け金の減免、世帯構成貸付補助金による貸し付
け、保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者また
は職業安定者登録日雇い労働者

0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ 市民税所得割額の合計額が認定基準額以下である者 0

○ ○ ○ ○ 1
当該年度において失業等で世帯の経済状況が急変した際に当該
年度の収入が生活保護基準額の1.3倍以内と認められる場合

0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 2 0

○ ○ ○ ○ 2

・当該年度において、児童、生徒又は入学予定者の世帯の主た
る生計維持者が失業した等の理由により家計の状況が急変した
保護者からの申立書(「就学援助申請についての申立書」をい
う。)に基づき、援助が必要であると嘉麻市教育委員会(以下
「教育委員会」という。)が認めた者
・学校長の意見書に基づき、教育委員会が援助の必要性を認め
た者

1

○ ○ ○ 1
申請年度又はその前年度において、主たる生計維持者の失職等
により家計が困窮した者

0



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

42 38 29 24 24 38 15 9 15 16 13 13 19 16 39 18 1 0 12 11 58 0 11 2 61

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
個別の所得合計から社会保険料・生命保険料・地震保険料
を差し引いた所得金額の合計金額で算定している。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
・世帯更生貸付補助金による貸付け　　　・その他、学校長
が、特に必要と認める者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他教育委員会が特に必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

42 38 29 24 24 38 15 9 15 16 13 13 19 16 39 18 1 0 12 11 58 0 11 2 61

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 児童扶養手当受給者は1.3倍 0

○ 1 1
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市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

42 38 29 24 24 38 15 9 15 16 13 13 19 16 39 18 1 0 12 11 58 0 11 2 61

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容 （５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

令和６年度

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

○ 1 0

○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
遺族年金を受給
DVによる避難のため、児童扶養手当等の受給が不可

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0
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福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 4 4 4 55 55 0 9 60 1 1 3 3 3 56 56 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 11 60 26 26 33 33 33 0 0 0 1 18 7 7 11 11 11 0 0 0 0 23 2 2 6 6 6 15 15 0 6 17

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 51,323 ○ ○ 24,913

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,898 ○ ○ 22,690 21,911 ○ ○ 11,000 5,133 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 28,000 24,050 ○ ○ 15,000 世帯単位

○ ○ 11,630 ○ ○ 40,600 ○ ○ 0 （3）に記載 ○ ○ 21,490 20,580 通学費は令和6年度の支給実績なし

○ ○ 15,480 ※1年生の単価は13,200円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 27,690 22,003 ・学用品費金額は、2～6年生の金額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,928

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,138

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,101

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 令和７年度予算計上単価を記入

○ ○ ※ 1年生：11,630円
他学年：13,900円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 通学費については該当がないため ○ ○ 22,690 15,896

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 20,042

○ ○ 11,630 小2～小6は通学用品費とまとめて
支給 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,000 ○ ○ 11,000

全て令和7年度の予算単価を記入しておりま
す。
通学用品費2,270円は小学校1年生は対象外で
す。
給食費について保護者に負担をさせておら
ず、実食数によって変動致します。
医療費について治療日数によって変動致しま
す。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,620 ○ ○ 11,000 9,122 ○ ○ 14,000 9,996

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）
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市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 4 4 4 55 55 0 9 60 1 1 3 3 3 56 56 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 11 60 26 26 33 33 33 0 0 0 1 18 7 7 11 11 11 0 0 0 0 23 2 2 6 6 6 15 15 0 6 17

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 22,690 22,300

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,311 ○ ○ 15,000
1世帯当たり年間
支給額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,140 ○ ○ 5,792

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,500 ○ ○ 11,000 6,962

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,048 ○ ○ 11,000 5,683

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,092 ○ ○ 15,000
詳細は（3）に記
載

通学用品費は２年生以上に支給
学校給食費は２年生以上の金額（１年生は
46,500円）
オンライン通信費は各世帯ごとに15,000円支
給

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 66,138 ○ ○ 22,066 ○ ○ 5,674

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 30,000 23,183

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 13,890 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,382 ○ ○ 11,000 9,833

○ ○ 13,900 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,369

○ ○ ※ ⑶補足事項に記載 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,113
学用品費：1年生（11,630円）2～6年生
（13,900円）通学用品費：1年生以外は学用
品費と合算。学校給食費：1年生（38,900
円）2～6年生（40,040円）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,176 通学費については該当児童なし。



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 4 4 4 55 55 0 9 60 1 1 3 3 3 56 56 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 11 60 26 26 33 33 33 0 0 0 1 18 7 7 11 11 11 0 0 0 0 23 2 2 6 6 6 15 15 0 6 17

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 17,610 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,594 ○ ○ 11,000 7,092 ○ ○ 14,000 13,122

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,738 ○ ○ 8,814

○ ○ 11,640 ○ ○ 51,110 ○ ○ 0 （３）に記載 ○ ○ 24,073
通学用品費は学用品費支給額に含まれていま
す。（学用品・通学用品購入費として支給）
通学費は実費支給となりますが、令和６年度
の実績は０となります。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 4,063 ○ ○ 22,690 ○ ○ 14,000

○ ○ 10,470 ○ ○ 51,350 ○ ○ 22,690 20,420

○ ○ 10,467 ○ ○ 51,354 ○ ○ 19,909

○ ○ 15,000 ○ ○ 57,060 ○ ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,320 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,266 町内3小学校の
平均額 ○ ○ 15,000

小学校3年生以上
世帯毎に支給

○ ○ ※ （3）に記載 ○ ○ 64,300 生保基準額2級地-2に準じている ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25,024
学用品費（定額）：1年生（13,230円）、2～
6年生（15,500円）
給食費：R6から公会計のため現物給付

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 4 4 4 55 55 0 9 60 1 1 3 3 3 56 56 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 11 60 26 26 33 33 33 0 0 0 1 18 7 7 11 11 11 0 0 0 0 23 2 2 6 6 6 15 15 0 6 17

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,608 医療費については、援助対象者がいなかった
ため令和６年度は実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,876 ○ ○ 15,000 クラブ活動費、生徒会費については各学校徴
収しておりません。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,000 ○ ○ 21,000 21,000

○ ○ ※１ ○ ○ 40,000 ○ ○ 23,000

※１：学用品費の単価について、小学１年生
は年間11,100円、小学２～６年生は年間
13,270円。
※２：通学用品費については、学用品費と併
せて支給している。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,139 ○ ○ 11,000 6,012 ○ ○ 15,000 （1）のオンライン学習通信費は長子のみの
支給

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 0 (3)に記載 ○ ○ 20,000 ○ ○ 14,000 14,000
新入学児童生徒学用品費等及び医療費につい
ては、R6年度の実績はないため、平均支給額
0円を計上
給食費は完全無償化

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,577 ○ ○ 12,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ ※ 1年生　11,630円
2～6年生　13,900円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 18,763 ○ ○ 15,000 支給実績なし

○ ○ ※
学用品費・通学用品費・校外活動
費合算
１年生：13,020円
２～６年生：15,290円

○ ○ 23,270 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,520 ○ ○ 20,900 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 12,569 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,500 ○ ○ 9,200 ○ ○ 0 (3)記載
医療費は全体の上限額50,000÷対象人数155
名＝322円/人　　　オンライン学習通信費に
ついては、令和6年度実施なし。

○ ○ ※ （3）補足事項記入 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,180 23,087 学用品費：1年生は12,160円、2年生～6年生
は14,330円



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 4 4 4 55 55 0 9 60 1 1 3 3 3 56 56 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 11 60 26 26 33 33 33 0 0 0 1 18 7 7 11 11 11 0 0 0 0 23 2 2 6 6 6 15 15 0 6 17

５．令和７年度準要保護就学援助額

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,442 ○ ○ 8,115

○ ○ 13,024 ○ ○ 19,900 ○ ○ 24,593

○ ○ ※ （3）に記載 ○ ○ 19,900 ○ ○ 23,698
学用品費は1年生は12,610円、2～6年生は
14,780円
通学用品費及び医療費については実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,189 ○ ○ 11,000 8,084

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 20,000 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 9,300 ○ ○ 15,000 12,696

○ ○ 11,630 10,261 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,881 ○ ○ 8,740 ○ ○ 3,611

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,509 ○ ○ 11,000 8,875 ○ ○ 15,000 14,533



61 61

福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 3 3 3 56 56 0 10 60 1 1 2 2 2 57 57 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 10 60 28 28 32 32 32 0 0 0 3 18 7 7 10 10 10 1 1 0 1 23 2 2 5 5 5 16 16 0 7 18

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 71,611 ○ ○ 61,382

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 39,828 ○ ○ 60,910 55,618 ○ ○ 8,800 2,947 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 61,000 49,324 ○ ○ 15,000 世帯単位

○ ○ 22,730 ○ ○ 47,400 ○ ○ 0 （3）に記載 ○ ○ 57,590 52,475 通学費は令和6年度の支給実績なし

○ ○ 27,310 ※1年生の単価は25,040円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 65,910 60,903 ・学用品費金額は、2～3年生の金額

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 58,970

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 56,346

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 51,025

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 令和７年度予算計上単価を記入

○ ○ ※ 1年生：22,730円
他学年：25,000円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 69,852 ○ ○ 60,910 51,637

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 54,262

○ ○ 22,730 中2・中3は通学用品費とまとめ
て支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000

全て令和7年度の予算単価を記入しております。
通学用品費2,270円は中学校1年生は対象外です。
給食費について保護者に負担をさせておらず、実食数によって変動
致します。
医療費について治療日数によって変動致します。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,746 ○ ○ 8,800 8,276 ○ ○ 14,000 12,181

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 3 3 3 56 56 0 10 60 1 1 2 2 2 57 57 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 10 60 28 28 32 32 32 0 0 0 3 18 7 7 10 10 10 1 1 0 1 23 2 2 5 5 5 16 16 0 7 18

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,846

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 50,269 ○ ○ 15,000 1世帯当たり年間支給
額

・通学用品費は２～３年のみ支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 37,448 ○ ○ 5,130

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 57,000 ○ ○ 10,000 5,400

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 52,681 ○ ○ 8,800 3,719

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 55,648 ○ ○ 15,000
通学用品費は２年生以上に支給
校外活動費（宿泊を伴うもの）は１年生のみ支給
オンライン通信費は各世帯ごとに15,000円支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 51,920 ○ ○ 5,102

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 48,000 41,889

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 55,166 ○ ○ 10,000 8,580

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 59,000

○ ○ ※ ⑶補足事項に記載 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,500
学用品費：1年生及び義務教育学校7年生（22,730円）２～３年及び
義務教育学校8～9年（25,000円）　通学用品費：1年生及び義務教
育学校7年生以外は、学用品費と合算。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 55,101 通学費については該当生徒なし。



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 3 3 3 56 56 0 10 60 1 1 2 2 2 57 57 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 10 60 28 28 32 32 32 0 0 0 3 18 7 7 10 10 10 1 1 0 1 23 2 2 5 5 5 16 16 0 7 18

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 70,440 ○ ○ 60,910 52,916 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 57,311 ○ ○ 8,800 4,728 ○ ○ 14,000 13,483

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 51,487 ○ ○ 4,000

○ ○ 22,740 ○ ○ 60,980 ○ ○ 0 （３）に記載 ○ ○ 52,511
通学用品費は学用品費支給額に含まれています。（学用品・通学用
品購入費として支給）
通学費は実費支給となりますが、令和６年度の実績は０となりま
す。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 37,496 ○ ○ 60,910 ○ ○ 14,000

○ ○ 20,460 ○ ○ 56,700 ○ ○ 60,910 48,547

○ ○ 20,457 ○ ○ 56,700 ○ ○ 45,797

○ ○ 18,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 49,283 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 60,910 51,995

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 48,604 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 59,880 R6年度の実績額 ○ ○ 15,000 世帯毎に支給

○ ○ ※ （3）に記載 ○ ○ 81,000 生保基準額2級地-2に準じている ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 59,504 学用品費（定額）：1年生（25,040円）、2～3年生（27,310円）
給食費：R6から公会計のため現物給付

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,130 ○ ○ 15,000



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 3 3 3 56 56 0 10 60 1 1 2 2 2 57 57 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 10 60 28 28 32 32 32 0 0 0 3 18 7 7 10 10 10 1 1 0 1 23 2 2 5 5 5 16 16 0 7 18

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,060 医療費については、援助対象者がいなかったため令和６年度は実績
なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,000 ○ ○ 15,000 実績なし

体育実技用品費（剣道）については実績０円です。授業では学校に
備えている防具を貸しています。
校外活動費（宿泊を伴わないもの）については学校補助金等で実施
しており実績０円です。
オンライン活動通信費については令和６年度は家庭におけるオンラ
イン学習を実施していないため実績０円です。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 57,000 57,000

○ ○ ※３ ○ ○ 47,000 ○ ○ 65,000
※３：学用品費について、中学１年生は年間22,800円、中学２～３
年生は年間23,760円。
※４：通学用品費については、学用品費と併せて支給している。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 45,045 ○ ○ 10,000 3,000 ○ ○ 15,000 （1）のオンライン学習通信費は長子のみの支給

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 14,000 14,000
医療費については、R6年度の実績はないため、平均支給額0円を計
上
給食費は完全無償化

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 55,908 ○ ○ 12,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ ※ 1年生　22,730円
2.3年生　25,000円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 49,111 ○ ○ 15,000

私立学校へ通学する生
徒の持ち帰り学習で支
給

○ ○ ※
学用品費・通学用品費・校外活
動費合算
１年生：13,020円
２～６年生：15,290円

○ ○ 26,350 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,510 ○ ○ 24,100 ○ ○ 60,910 60,792

○ ○ 15,303 ○ ○ 63,000 ○ ○ 59,000 ○ ○ 7,200 ○ ○ 0 （３）記載
医療費は全体の上限額50,000円÷対象人数78名＝641円/人　オンラ
イン学習通信費については、令和6年度実施なし。

○ ○ ※ （3）補足事項記入 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,300 62,000 学用品費：1年生は23,430円、2年生～6年生は25,600円



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

60 1 1 3 3 3 56 56 0 10 60 1 1 2 2 2 57 57 0 2 15 11 11 4 4 4 0 0 0 10 60 28 28 32 32 32 0 0 0 3 18 7 7 10 10 10 1 1 0 1 23 2 2 5 5 5 16 16 0 7 18

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 53,020 ○ ○ 10,000

○ ○ 23,110 ○ ○ 22,900 ○ ○ 50,262

○ ○ ※ （3）に記載 ○ ○ 22,900 ○ ○ 60,390
学用品費は1･7年生は23,880円、2･3年生及び8･9年生は26,050円。
学校給食費は1･2年生及び7･8年生は64,350円、3･9年生は61,227。
通学用品費、校外活動（宿泊なし）及び医療費については実績な
し。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

～

年
生
に
支
給

○ ○ 66,832 ○ ○ 10,000 7,995

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,000 ○ ○ 8,800 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 20,241 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 7,538 ○ ○ 3,960

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,270 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 14,225

○ ○ 22,730 R７年度単価 ○ ○ 63,000 R７年度単価

７
年
度
単
価

○ ○ 63,108 R６年度実績 ○ ○ 10,000 R７年度単価 ○ ○ 15,000 R７年度単価



61 61

福岡県 北九州市

福岡県 福岡市

福岡県 大牟田市

福岡県 久留米市

福岡県 直方市

福岡県 飯塚市

福岡県 田川市

福岡県 柳川市

福岡県 八女市

福岡県 筑後市

福岡県 大川市

福岡県 行橋市

福岡県 豊前市

市区町村名都道府県

６．その他

6

令和４年度から、学校や教育委員会の窓口での申請受付の他、オンラインでの申請受け付けを行っています。

物価高騰等の影響を考慮し、令和7年度より修学旅行費の支給上限額を引き上げた（小・中学校ともプラス5,000円）
令和6年度支給上限額　小：22,690円、中：60,910円

　現在、支給を行っていない費目についても今後の制度運用や他自治体の取組等を参考としながら、必要に応じて支援内容の充実について検討したい。

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 中間市

福岡県 小郡市

福岡県 筑紫野市

福岡県 春日市

福岡県 大野城市

福岡県 宗像市

福岡県 太宰府市

福岡県 古賀市

福岡県 福津市

福岡県 うきは市

福岡県 宮若市

福岡県 嘉麻市

福岡県 朝倉市

６．その他

6

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

通常は前年の所得で審査をしているが、家計の急変があった世帯は、変化があった時期からの所得で審査を行っている。



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 みやま市

福岡県 糸島市

福岡県 那珂川市

福岡県 宇美町

福岡県 篠栗町

福岡県 志免町

福岡県 須恵町

福岡県 新宮町

福岡県 久山町

福岡県 粕屋町

福岡県 芦屋町

福岡県 水巻町

福岡県 岡垣町

６．その他

6

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

令和４年度より物価上昇等の理由から町で小中学校給食費を一部補助していたが、令和６年度より一般的に教育に係る費用が増大するといわれている中学生を持つ世帯への経済的支援として、中学校
給食費の半額補助を行っている。小学校は一部負担を継続している。



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 遠賀町

福岡県 小竹町

福岡県 鞍手町

福岡県 桂川町

福岡県 筑前町

福岡県 東峰村

福岡県 大刀洗町

福岡県 大木町

福岡県 広川町

福岡県 香春町

福岡県 添田町

福岡県 糸田町

福岡県 川崎町

６．その他

6

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

特になし



61 61

市区町村名都道府県

福岡県 大任町

福岡県 赤村

福岡県 福智町

福岡県 苅田町

福岡県 みやこ町

福岡県 吉富町

福岡県 上毛町

福岡県 築上町

福岡県 吉富町外一市中学校組合

６．その他

6

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況


